
農業産出額
（平成21年）
1,995億円

野菜
952億円
（47.7%）

米
415億円
（20.8%）

米
415億円
（20.8%）

米
415億円
（20.8%）

畜産
298億円
（14.9%）

花き
173億円
（8.7%）

花き
173億円
（8.7%）

花き
173億円
（8.7%）

その他
157億円
（7.9%）

その他
157億円
（7.9%）

その他
157億円
（7.9%）
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Ⅵ 地方行政
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地
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歳　入
1兆7,572億円

歳　出
1兆7,482億円

県税
6,743億円
38.4%

教育費
5,326億円
30.5%

公債費
2,432億円
13.9%

民生費
2,645億円
15.1%

民生費
2,645億円
15.1%

土木費
1,735億円
9.9%

土木費
1,735億円
9.9%

警察費
1,433億円
8.2%

警察費
1,433億円
8.2%

総務費
1,146億円
6.6%

衛生費
616億円
3.5%

農林水産業費
273億円
1.6%

その他
206億円
1.2%

県債
3,436億円
19.6%

県債
3,436億円
19.6%

地方交付税
1,851億円
10.5%

地方交付税
1,851億円
10.5%

国庫支出金
2,469億円
14.1%

国庫支出金
2,469億円
14.1%

諸収入
559億円
3.2%

地方消費税清算金
1,157億円
6.6%

地方譲与税
364億円
2.1%

その他
984億円
5.5%

諸支出金
1,486億円
8.5%

諸支出金
1,486億円
8.5%

労働費
180億円
1.0%

５７決算 一般会計決算構成比（平成２１年度）

歳入総額・歳出総額ともに前年度を上回る
県会計管理課によると、平成２１年度の一般会計決算は、歳入総額が１兆７，５７２億円、
歳出総額が１兆７，４８２億円で、歳入は４５０億円（２．６％）、歳出は４４４億円（２．６％）ともに
前年度を上回り、実質収支は４１億円の黒字を確保しました。

県税収入は前年度より１４．０％減少
主な歳入の状況は、県税収入が６，７４３億円で、前年度より１，０９４億円（１４．０％）減少
しました。これは、世界的な経済の停滞に伴う企業収益の悪化などにより、法人県
民税・法人事業税を中心に、ほとんどの税目で減収となったことによります。県債
収入は３，４３６億円で歳入の１９．６％を占めており、税収の減少に対応するための減収
補てん債や、地方交付税の振替である臨時財政対策債などの特例債が増加したこと
により、２７３億円（８．７％）増加しました。
また、地方交付税は１，８５１億円で、県税収入が減少したことなどにより、４９億円（２．８
％）増加しました。
主な歳出の状況は、民生費が２，６４５億円で、保育所整備の推進や介護職員処遇改
善等臨時特例交付金基金への積立てなどにより、５３８億円（２５．５％）増加しました。
衛生費は６１６億円で、新型インフルエンザ対策や地域医療再生基金への積立てなど
により、９２億円（１７．６％）増加しました。労働費は１８０億円で、雇用創出のための市
町村補助や緊急雇用創出基金への積立てなどにより、３９億円（２７．８％）増加しました。
一方、公債費は２，４３２億円で、県債の元金償還の減少などにより、５３３億円（１８．０
％）減少しました。

平成２０年度実質収支額は５４億円の黒字
「都道府県決算状況調」によると、平成２０年度普通会計決算の歳入は１兆５，９１６億円、
歳出は１兆５，８２１億円でした。歳入から歳出を差し引いた額から翌年度に繰り越すべ
き財源を差し引いた実質収支額は５４億円の黒字でした。

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

普通会計決算額
（歳入）

普通会計決算額
（都道府県税収入総額）

普通会計決算額
（歳出）

普通会計決算額
（実質収支）

単 位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位

全 国 ４８０４５８１７ １７９２８０４９ ４７３４８９５１ ２６５８９６

北 海 道 ２５０１１２８ ３ ６２１０５３ ８ ２４９８０８０ ３ ５８３ ４５
青 森 県 ７０６８９０ ２５ １５１９７３ ２９ ６９７８８８ ２５ ２４１４ ３４
岩 手 県 ６７７３７２ ２６ １３７５３１ ３２ ６６４２１６ ２７ ４３３９ １８
宮 城 県 ７９５５８９ １７ ２９１６５５ １４ ７８３４５４ １７ ５０６７ １４
秋 田 県 ６０７０４５ ２９ １０８２１６ ４２ ５９６７８９ ２９ ６１７０ ８

山 形 県 ５５４８６３ ３４ １２２９２４ ３６ ５４８２６６ ３４ ３６５６ ２０
福 島 県 ８４０４８９ １４ ２５１６９１ ２１ ８３３８４８ １４ ２５３２ ３１
茨 城 県 １０３３７９３ １２ ４１２２１６ １１ １０２６４１７ １２ １８８６ ３６
栃 木 県 ７５０８５０ ２１ ２８８５２９ １５ ７３７０９８ ２１ ５９５８ １０
群 馬 県 ７８７４３７ １８ ２６０６１２ ２０ ７７３６８０ １８ ５４５１ １２

埼 玉 県 １５９１６０１ ７ ８３６１１５ ５ １５８２１３３ ７ ５４１１ １３
千 葉 県 １５２９５６６ ８ ７５９３９７ ６ １５２０５７１ ８ ４５５４ １６
東 京 都 ７０７７４２８ １ ３２０９２６０ １ ６９１１２６４ １ ９５０７８ １
神奈川県 １８０６７７０ ６ １２５２４１３ ４ １７９５７７３ ６ ４１２２ １９
新 潟 県 １１３１２６８ １０ ２８６６０７ １６ １１０７２５６ １１ ３２３７ ２３

富 山 県 ５３６６７９ ３５ １４３３７８ ３０ ５２２８３７ ３５ １０４０ ３８
石 川 県 ５２５３０４ ３６ １５７０５６ ２７ ５１７８２１ ３６ ７９６ ４２
福 井 県 ４６４２９８ ４２ １１８４４７ ３８ ４５７８３９ ４０ ３６１１ ２１
山 梨 県 ４６７３０１ ４１ １２０４７６ ３７ ４５１５２６ ４２ ２４２３ ３３
長 野 県 ８２６２７８ １６ ２６２９６１ １９ ８１５７０３ １６ ４５６６ １５

岐 阜 県 ７６１６１１ ２０ ２６３７８５ １８ ７４８８０２ ２０ ６７０６ ７
静 岡 県 １１２３３９２ １１ ５６９７７３ １０ １１１１２２４ １０ ７０６９ ６
愛 知 県 ２３０５８３７ ４ １３４１８６８ ２ ２２８８７７４ ４ ８９２５ ４
三 重 県 ６７５６９７ ２８ ２６６９７０ １７ ６５５４９６ ２８ ３２２０ ２５
滋 賀 県 ５００８９２ ３９ １９３０３０ ２３ ４９６９５９ ３９ １００７ ３９

京 都 府 ８２７３８１ １５ ３５１７６６ １３ ８２３３９２ １５ ２７３ ４６
大 阪 府 ２７０８５１３ ２ １２８１３４２ ３ ２６８５５９０ ２ １１８７７ ２
兵 庫 県 １９８１５９０ ５ ６９９８６７ ７ １９６８９９２ ５ １３０ ４７
奈 良 県 ４５９１６２ ４３ １３９１４４ ３１ ４５０２６０ ４３ ８７０ ４０
和歌山県 ５０９６５６ ３８ １１０４１１ ４１ ５００４８７ ３８ ３１４９ ２６

鳥 取 県 ３４６１５４ ４７ ６１１９４ ４７ ３３３２１２ ４７ ８８１７ ５
島 根 県 ５１６８３１ ３７ ７６５７９ ４５ ５０７０９５ ３７ ２６８１ ２８
岡 山 県 ７２０３７６ ２３ ２４６７７４ ２２ ７１４８４５ ２３ ７８１ ４３
広 島 県 ９１０９９６ １３ ３８４７１７ １２ ９０２７５７ １３ ２４４８ ３２
山 口 県 ６７６５３２ ２７ １８２５６１ ２４ ６６５２２７ ２６ ３５３９ ２２

徳 島 県 ４７０４３６ ４０ ８７６７１ ４４ ４５４７７４ ４１ ４４０８ １７
香 川 県 ４２０６５３ ４６ １２８９６８ ３４ ４１０８９０ ４６ ５９８７ ９
愛 媛 県 ５９６７１８ ３０ １５９７６０ ２６ ５９１６９１ ３０ ６６９ ４４
高 知 県 ４２３４８０ ４４ ７０８２２ ４６ ４１５５９５ ４４ ２６１９ ２９
福 岡 県 １５０６５７４ ９ ５９８６２８ ９ １４７６３４９ ９ １７４６ ３７

佐 賀 県 ４２３４１５ ４５ ９９４２５ ４３ ４１４１４４ ４５ ３２２８ ２４
長 崎 県 ７１６０４３ ２４ １２９１０８ ３３ ６９８５９１ ２４ ８３２ ４１
熊 本 県 ７４１４８３ ２２ １８１７７５ ２５ ７２４８２５ ２２ ９２２７ ３
大 分 県 ５７９９４３ ３２ １２６９１１ ３５ ５６６６８７ ３２ ２６８５ ２７
宮 崎 県 ５７１９２４ ３３ １１１６４０ ４０ ５６１５３３ ３３ ２５８７ ３０

鹿児島県 ７６９４３８ １９ １５６３２１ ２８ ７６００３８ １９ ５４９１ １１
沖 縄 県 ５８９１４１ ３１ １１４７２９ ３９ ５７８２６４ ３１ ２０３０ ３５

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，３，４「都道府県決算状況調」総務省HP 平成２０年度 毎年
＊２ 「都道府県財政指数表」総務省 平成２０年度 毎年

注）１億円未満切捨て。
資料：県会計管理課
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おしえてコバトン

⑤
資金不足比率

公営企業ごとに算定。
全ての会計で資金不足
なし。
 

地
方
公
共
団
体

普通会計
・一般会計
・用地事業特別会計
・県営住宅事業特別会計など

公営事業会計
・公営競技事業特別会計
うち公営企業会計
・病院事業会計
・水道用水供給事業会計など

・埼玉県浦和競馬組合など
一部事務組合・広域連合

・埼玉県道路公社
・埼玉高速鉄道㈱など

地方公社・第三セクター

健全化判断比率等（％）
本県の比率（平成21年度決算）  
　　　　　（平成20年度決算）  
早期健全化基準  
財政再生基準  
経営健全化基準  

①実質赤字比率
黒字
（黒字）
3.75
5

②連結実質赤字比率
黒字
（黒字）
8.75
15

③実質公債費比率
12.7
(12.5)
25
35

④将来負担比率 ⑤資金不足比率
246.2
(241.7)
400

資金不足なし
（資金不足なし）

20

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率

黒字 黒字 12.7% 246.2%

(注)

(注)21､22年度は25％、23年度は20％の経過措置あり

５８財政指標・予算

財政力指数６年連続の上昇
「都道府県決算状況調」によると、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の過去３か年（平成１８～２０年度）の平均値である平成２０年度の財政力指数は、
０．７６９２６で全国第６位でした。法人２税の増加による基準財政収入額の伸びが、高齢
者福祉費や公債費等の基準財政需要額の伸びを上回ったことにより、財政力指数は
６年連続で上昇しています。

経常収支比率は９５．８％
県税や地方税などの経常的収入に対して、人件費や公債費など経常的経費が充て
られている割合を示す経常収支比率は、前年度の９６．２％から９５．８％に低下しました。
「都道府県展望」によると、平成２２年度当初普通会計予算は、１兆６，４８４億円で前年
度より１．７％増加しました。

※表＊２，３の全国値は各都道府県値の単純平均です。
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＊１ ＊２ ＊３ ＊４

標準財政規模 財政力指数 経常収支比率
普通会計
当初予算額

単 位 百万円 順位 － 順位 ％ 順位 百万円 順位

全 国 ２８１７３８２６ ０．５２０６２ ９５．３ ４８７５７０９５

北 海 道 １３９８２６１ ４ ０．４０１４１ ３１ ９６．１ ２３ ２５１０４３９ ３
青 森 県 ３８２１９２ ２６ ０．３２７２２ ３８ ９９．７ ２ ７００７７６ ２４
岩 手 県 ３８９８２８ ２５ ０．３１３５７ ３９ ９２．６ ３９ ６９３７６１ ２６
宮 城 県 ４６８９１７ １７ ０．５４２９５ １９ ９４．０ ３２ ８１４４０６ １７
秋 田 県 ３２９１７１ ３０ ０．２９７４０ ４３ ９１．３ ４３ ６２６５４３ ２９

山 形 県 ３２９１２９ ３１ ０．３３７４３ ３６ ９４．３ ３０ ５８９９４７ ３１
福 島 県 ４８４０９２ １６ ０．４６１７１ ２５ ９６．６ １９ ８５０１９０ １５
茨 城 県 ６００６４８ １１ ０．６７６０９ ８ ９６．０ ２４ １０４５１９２ １２
栃 木 県 ４２４６９９ ２０ ０．６５５７０ ９ ９８．８ ５ ７７７９９９ １９
群 馬 県 ４１４４９０ ２３ ０．６１３６５ １５ ９７．８ １０ ７９９２３９ １８

埼 玉 県 １０６７３６２ ６ ０．７６９２６ ６ ９５．８ ２６ １６４８４３５ ７
千 葉 県 ９４１９２３ ８ ０．８００５８ ５ ９７．８ １０ １５４９４２０ ８
東 京 都 ４２７４３４９ １ １．４０５９８ １ ８４．１ ４７ ６５０９８４１ １
神奈川県 １２６７４１６ ５ ０．９６２６７ ３ ９７．８ １０ １７９７４５８ ６
新 潟 県 ５８６３３８ １２ ０．４３７４３ ２６ ９３．７ ３４ １１３２８９５ １０

富 山 県 ２８５９８４ ３８ ０．４８１５４ ２３ ９７．０ １６ ５４３４７０ ３５
石 川 県 ２９９４７１ ３６ ０．４８３６６ ２２ ９６．７ １８ ４９５０９４ ３８
福 井 県 ２４９９０８ ４４ ０．４２４５０ ２９ ９１．６ ４２ ４９２４８９ ３９
山 梨 県 ２５７２２６ ４２ ０．４３７２７ ２７ ９３．１ ３８ ４６２１４４ ４１
長 野 県 ５０５８５７ １５ ０．４８５６０ ２０ ９３．４ ３７ ８４４８０３ １６

岐 阜 県 ４５２３３５ １９ ０．５４６３８ １８ ９９．１ ３ ７３１４６２ ２１
静 岡 県 ７０４４０５ １０ ０．７６５８３ ７ ９２．５ ４０ １１０４５２７ １１
愛 知 県 １４４６５２７ ３ １．０９７１０ ２ ８９．１ ４５ ２１３６４８９ ５
三 重 県 ４０８９２７ ２４ ０．６１８２５ １４ ９４．８ ２８ ６４３９５１ ２８
滋 賀 県 ３０７３２６ ３５ ０．６０８０６ １６ ９５．７ ２７ ４８６８４１ ４０

京 都 府 ５０７１１８ １４ ０．６５０８４ １０ ９６．９ １７ ８５９３４７ １４
大 阪 府 １５１０４８０ ２ ０．８２５４１ ４ ９６．６ １９ ３６９４１１８ ２
兵 庫 県 １０１７８７０ ７ ０．６３０５４ １１ ９９．１ ３ ２２７７４２６ ４
奈 良 県 ２９８８５８ ３７ ０．４３６９０ ２８ ９６．４ ２１ ４６０６４５ ４２
和歌山県 ２７９１２８ ３９ ０．３３７６４ ３５ ９２．５ ４０ ５３２７１６ ３７

鳥 取 県 ２０７５６７ ４７ ０．２６８８５ ４５ ９０．６ ４４ ３３０７９３ ４７
島 根 県 ２７５７１６ ４０ ０．２４２２８ ４７ ９３．７ ３４ ５３６１１５ ３６
岡 山 県 ４１８８９７ ２１ ０．５７０５３ １７ ９７．９ ９ ６９８２０８ ２５
広 島 県 ５７３２８７ １３ ０．６２８６２ １３ ９３．７ ３４ ９１１３８８ １３
山 口 県 ３６８３４８ ２７ ０．４７９５０ ２４ ９５．９ ２５ ６８７５５３ ２７

徳 島 県 ２５２６２５ ４３ ０．３２８９５ ３７ ９７．８ １０ ４５１５５１ ４３
香 川 県 ２４８７０６ ４５ ０．４８４９７ ２１ ９７．３ １５ ４１８４２１ ４６
愛 媛 県 ３４７７２９ ２９ ０．４２２３９ ３０ ９４．１ ３１ ５８９８７１ ３２
高 知 県 ２６２１５８ ４１ ０．２５０９６ ４６ ９８．６ ６ ４２２５０４ ４５
福 岡 県 ８８３３３３ ９ ０．６２９０５ １２ ９６．２ ２２ １５３２９１６ ９

佐 賀 県 ２４３８６９ ４６ ０．３４１３６ ３４ ８９．０ ４６ ４４２５２４ ４４
長 崎 県 ３６７９５５ ２８ ０．２９６３７ ４４ ９８．３ ７ ７０５４２２ ２３
熊 本 県 ４１８２５８ ２２ ０．３９５２４ ３２ ９９．８ １ ７１６８５６ ２２
大 分 県 ３１６１４１ ３３ ０．３７２８１ ３３ ９８．０ ８ ５８０９００ ３３
宮 崎 県 ３１４８０７ ３４ ０．３１２２２ ４１ ９４．５ ２９ ５６８０７６ ３４

鹿児島県 ４５７９００ １８ ０．３１２３１ ４０ ９７．５ １４ ７６０４４２ ２０
沖 縄 県 ３２６２９６ ３２ ０．３００１２ ４２ ９３．８ ３３ ５９１４９２ ３０

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～３「都道府県決算状況調」総務省HP 平成２０年度 毎年
＊４ 「都道府県展望」全国知事会 平成２２年度 毎年
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県民1万人当たりの都道府県職員数（一般行政部門）
（平成22年4月1日現在）
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５９都道府県職員 部門別職員数構成比（平成２２年４月１日現在）

さらに進む職員定数の削減
「地方公共団体定員管理調査結果の概要」によると、平成２２年４月１日現在の総職員
数は、前年より４９７人減少して６３，１５８人でした。
この総職員数を総務省定員管理調査に基づいた区分（部門別）でみると、一般行政
部門７，２０７人（前年比２６５人減）、教育部門４１，３１４人（同３７７人減）、警察部門１２，３２２人（同
７５人増）、公営企業等会計部門２，３１５人（同７０人増）でした。
一般行政部門の県民１万人当たりの職員数は、平成２１年４月１日現在の１２．６人から
さらに減少し、１２．１人で引き続き全国第１位でした。

※表＊２は政令指定都市人口を除いた都道府県人口から算出しました。また、順位
は、数値の小さいものを１位として順位付けしています。
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＊１ ＊２ ＊３ ＊４

職員数
（一般行政部門）

県民１万人当たり
職員数

（一般行政部門）

職員数
（教育部門）

職員数
（警察部門）

単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 ２４１６７７ ２３．８ ９０４４１８ ２８１３０９

北 海 道 １４０５１ ２ ３８．７ ４３ ４８６１６ ３ １１７９６ ８
青 森 県 ４１４３ ２５ ２９．４ ２４ １２９０６ ２８ ２６０２ ３０
岩 手 県 ４０４６ ２７ ３０．０ ２８ １３０６４ ２７ ２４２９ ３３
宮 城 県 ４８５４ １６ ３６．７ ４１ １８２１５ １５ ４１８６ １５
秋 田 県 ３６３８ ３４ ３２．８ ３３ ９６５１ ３６ ２３１３ ３５

山 形 県 ４２６６ ２２ ３６．２ ３８ １０４２２ ３２ ２３０８ ３６
福 島 県 ５４８８ １２ ２６．７ １９ １８０２６ １６ ３７２２ ２１
茨 城 県 ５１７４ １５ １７．３ ６ ２３１５６ １１ ５２３７ １３
栃 木 県 ４５９３ １８ ２２．９ １２ １５７６２ ２１ ３７３４ ２０
群 馬 県 ３９９７ ２９ １９．９ ８ １５８８１ ２０ ３８１３ １８

埼 玉 県 ７２０７ ７ １２．１ １ ４１３１４ ６ １２３２２ ６
千 葉 県 ７０９２ ９ １３．５ ２ ３９３０２ ７ １２５９５ ５
東 京 都 １８９２６ １ １５．０ ３ ６２４３８ １ ４６７２１ １
神奈川県 ７４９２ ６ ２３．４ １３ ４８４４４ ４ １６８４４ ３
新 潟 県 ６００１ １０ ３７．７ ４２ ２０４５７ １２ ４５５６ １４

富 山 県 ３４７９ ３７ ３１．６ ３０ ８９６９ ３９ ２２４４ ３９
石 川 県 ３４４４ ３８ ２９．６ ２５ ９２８４ ３８ ２２８７ ３７
福 井 県 ２９３５ ４６ ３６．２ ３９ ７７８８ ４５ １９９０ ４１
山 梨 県 ３０８２ ４４ ３５．６ ３６ ８３８９ ４０ １９２５ ４３
長 野 県 ５２７５ １４ ２４．４ １５ １８２４７ １４ ３７９７ １９

岐 阜 県 ４１９６ ２３ ２０．１ ９ １６３２０ １８ ３８５８ １７
静 岡 県 ５７１５ １１ ２５．２ １７ ２５１０５ １０ ６８４９ １１
愛 知 県 ８７７６ ３ １７．３ ５ ４６７４１ ５ １４０５７ ４
三 重 県 ４４０８ ２０ ２３．８ １４ １４６８９ ２４ ３３９９ ２５
滋 賀 県 ３１３４ ４２ ２２．６ １０ １１６１２ ３１ ２５１６ ３１

京 都 府 ４１８９ ２４ ３５．９ ３７ １７１９５ １７ ７０３７ １０
大 阪 府 ８３１４ ４ １５．６ ４ ５１８５５ ２ ２２９５７ ２
兵 庫 県 ７１７２ ８ １７．６ ７ ３６８７８ ８ １２１７３ ７
奈 良 県 ３２３８ ４１ ２２．９ １１ ９６８５ ３５ ２７２８ ２９
和歌山県 ３５５２ ３５ ３４．３ ３５ ９４１４ ３７ ２４７６ ３２

鳥 取 県 ３０５８ ４５ ５１．３ ４７ ６０００ ４７ １４２２ ４７
島 根 県 ３４４１ ３９ ４７．５ ４６ ７８５３ ４４ １７８２ ４６
岡 山 県 ４０８４ ２６ ３２．６ ３２ １５０８０ ２２ ３９１３ １６
広 島 県 ４７２７ １７ ２７．８ ２２ １９５０９ １３ ５６４３ １２
山 口 県 ４０２２ ２８ ２７．４ ２１ １２１７０ ３０ ３４５９ ２３

徳 島 県 ３２９２ ４０ ４１．３ ４４ ７５７３ ４６ １８２３ ４５
香 川 県 ２７６９ ４７ ２７．３ ２０ ８２５７ ４２ ２０５０ ４０
愛 媛 県 ３８９４ ３１ ２６．７ １８ １２７８２ ２９ ２７９４ ２８
高 知 県 ３４９７ ３６ ４５．２ ４５ ８１９８ ４３ １８８８ ４４
福 岡 県 ７９４１ ５ ２９．８ ２７ ３１２６１ ９ １１３４８ ９

佐 賀 県 ３１３０ ４３ ３６．４ ４０ ８２７３ ４１ １９３４ ４２
長 崎 県 ４３０３ ２１ ２９．６ ２６ １３１１９ ２６ ３４９４ ２２
熊 本 県 ４５６４ １９ ２４．８ １６ １４７４６ ２３ ３４３２ ２４
大 分 県 ３８８３ ３２ ３２．１ ３１ １０３６４ ３３ ２３５５ ３４
宮 崎 県 ３８４１ ３３ ３３．３ ３４ １０１４３ ３４ ２２８２ ３８

鹿児島県 ５３９６ １３ ３１．３ ２９ １６００５ １９ ３３５４ ２６
沖 縄 県 ３９５８ ３０ ２８．１ ２３ １３２６０ ２５ ２８６５ ２７

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，３，４「地方公共団体定員管理調査結果の概要」総務省HP 平成２２年４月１日 毎年
＊２ 県改革推進課 平成２２年４月１日 毎年

資料：「地方公共団体定員管理調査結果の概要」総務省HP
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